
　

　現行の地方公共団体の会計制度は、「現金主義会計」であり、その年にどのような収
入があり、それをどのように使ったかといった現金の動きが分かりやすい反面、市が整
備してきた資産や負債等ストック情報や行政サービス提供のために発生したコスト情
報不足といった弱点がありました。　そこで、あくまで現行の会計制度を維持した上で、
更に追加的に企業会計の手法である「発生主義」の考え方を取り入れ、国の示した「新
地方公会計制度」の総務省改訂モデルを選択して、財務４表を作成しました。

普通会計財務書類４表より 
○市民一人あたりの資産は、３０３万円（７１３億円／２３，５７０人） 

○市民一人当たりの負債は、１００万円（２３６億円／２３，５７０人） 
○市民一人当たりの行政サービスの提供は、６５万円（１５４億円／２３，５７０人） 

○次年度に繰越した財源は、１０．９億円 

                       ※H27.3.31現在住基人口・・・２３，５７０人 

 
貸借対照表とは、市民の方々が利用する市の施設（財産）、市の所有する現金や

債権、資産形成のために投資された資金などが、どのくらいあるのか示したもの

で、資産・負債・純資産の三つの部門から構成されています。 

左右の合計額が等しいこと、現時点の資産と負債などの残高（＝バランス）を示し

ていることからバランスシートとも呼ばれています。 

貸借対照表 

純資産          ４７７億円 

 現世代が既に負担して、支払が済ん

で いる正味の資産です。 

 市の資産全体の約６割を占めていま

す。 

資産            ７１３億円 

 市が所有している財産の内容と資産額 

 行政サービスの提供能力を表す。 

【内訳】 

公共資産         ５９７億円 

  道路、公園、学校、庁舎など 

投資等           ６１億円 

  基金、出資金、長期延滞債権など 

流動資産          ５５億円 

  現金、基金、市税未収金など 

  うち歳計現金      １１億円 

負債           ２３６億円 

 将来世代の負担で返済していく債務 

 地方債、退職手当引当金 ・・・・ 

                固定負債等 

 計      ７１３億  計      ７１３億

 
 

一年間の市の現金の歳入（収入）と歳出（支

出）が、どのような理由で増減しているかを、

性質別に区分したものが「資金収支計算

書」です。 

資金収支計算

期首（平成25年度末）資金残高  ９．８億

 当期収支             １．１億円 

 【内訳】 

  経常的収支         ４２．９億円 

  公共資産整備収支    △７．８億円 

  投資・財務的収支     △３４．０億円 

期末（平成26年度末）資金残高 １０．９億

 
市の純資産が、平成26年度中にどのように

増減したかを示します。 

平成26年度の竹田市の純資産は、災害等

に係る臨時損失の減少等により、１０億円

程度増加しています。 

純資産変動計算表 

期首（平成25年度末）純資産残高４６６億円 

当期変動高          １０億円 

【内訳】 

 純経常コスト      △１４６億円 

 財源の調達等        １５６億円 

期末（平成26年度末）純資産残高４７６億円 

 
 

市の行政活動は、福祉や教育などで

の人的サービスや給付サービスの提

供など、資産形成につながらない行政

サービスが大きな比重を占めています。

そのためのコスト（原価・費用）がいくら

かかっているのか示したものが「行政

コスト計算書」です。 

平成２６年度の竹田市のコスト総額は、   

１４６億円です。 

行政コスト計算

経常行政コスト（Ａ）    １５４億円 

【内訳】 

 人にかかるコスト      ３４億円 

  職員の給与・退職手当など 

 物にかかるコスト        ５７億円 

  物品購入、光熱水費、修繕費、 

  減価償却費など 

 移転支出的なコスト       ６２億円 

 （社会保障給付等コスト） 

  児童手当や生活保護など 

  社会保障給付、各種団体 

  への補助金、繰出金など 

 その他のコスト          １億円 

経常収益（Ｂ）         ８億円 

行政サービスの利用で市民の方々

が直接負担する使用料や手数料な

どです。 

純経常行政コスト    １４６億円 

（A）－（B） 

経常行政コストから経常収益を差

し引いた純粋な行政コストです。 


